




























































































2005 年　全国 1,157,278 1,150,377 1,043,410 2,233,000 （40.0） 5,584,065
2006 年　全国 1,155,449 1,132,478 1,042,413 2,214,576 （39.9） 5,544,916
2007 年　全国 1,148,776 1,107,050 1,018,983 2,150,421 （39.6） 5,425,230
2008 年　全国 1,102,912 1,088,561 1,033,363 2,106,149 （39.5） 5,330,985
2009 年　全国 1,110,397 1,058,861 960,931 2,019,358 （39.2） 5,149,547
2010 年　全国 1,071,308 1,035,591 948,991 2,052,164 （40.2） 5,108,054
2011 年　全国 1,085,027 1,023,620 958,300 1,995,409 （39.4） 5,062,356
2012 年　全国 1,046,270 1,017,410 946,844 2,012,037 （40.1） 5,022,561
2013 年　全国 1,078,177 1,081,281 1,011,465 2,080,206 （39.6） 5,251,129
3 大都市圏1） 652,562 661,500 632,930 1,175,903 （37.7） 3,122,895
2014 年　全国 1,076,526 1,045,885 997,714 ─ ─ ─






























数の約 5.4 倍，市区町村内からの転出者も死亡者数の約 5.4 倍であった。
3）　 保育サービス・医療費助成制度などの利用増が推測される。たとえば，保育サービ
スの需要は継続的に増加しており，市区町村は対応を迫られている。厚生労働省
（2015）によれば，保育所入所待機児童が 2014 年 10 月現在 50 人以上に達している


























住民基本台帳登録者全員であり，2012 年 7 月以降住民基本台帳に外国人も
登録する変更が行われたので，その後は外国人を含めたデータも提供される
ようになった。また，2014 年分から静態人口の集計基準日が前年分までの 3
月 31 日から 1月 1日へ変更され，それに伴って動態人口データの対象期間
も年度（基準日を含む 1年間）から基準日の前日を含む暦年へ変更された。


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　また，年次集計は対象期間終了の約 40 日後に相当する翌年 2月上旬に公
表されている。月次集計と同一内容のほか市区町村別に細分されたものも含
まれている。



























。表 2 ─ 2
は，都道府県による人口動態データのインターネット上での 2015 年 3 月現
在の提供状況を集計したものである。
表 2 ─ 2　都道府県が提供する短周期市区町村別人口動態データの集計項目1）2）
1）　 北海道（転入・転出のみ四半期集計を提供。出生・死亡・その他は年次集計のみを提供）・和歌山県（年
次集計のみを提供）・長崎県（同）を除く。
































日本人・外国人 ○ 8 0 0 36 0 44
男女の別 ─ 12 0 0 32 0 44




県内・県外の別 ─ 25 0 0 19 0 44
都道府県または
ブロック4）
─ 2 1 0 41 0 44
国内外の別 ○ 5 0 0 39 0 44
政令指定都市の
区間移動
─ 2 0 0 9 33 44
県内市町村間の
移動
─ 3 0 0 41 0 44
職権による記載・消除5） ○ 12 0 3 29 0 44












，総務省統計局が年 1回 10 月 1 日を基準日として作成する都道府









































きる。表 2 ─ 3 は，過去の期間に関する月次人口動態データの都道府県によ
る提供状況を，政令指定都市の所在の有無別に集計したものである。転入超
過地域にほぼ相当する政令指定都市が所在する都道府県では過去のデータの






















（提供始期） 44 16 28
　　　 〜1995 年 4 2 2
1996 年〜2000 年 13 4 9
2001 年〜2005 年 13 4 9
2006 年〜2009 年 7 3 4
2010 年〜2012 年 7 3 4










れた 2012 年度の約 212 万人を除き毎年少数である。たとえば，2013 年暦年の場
合，「その他」の全国での該当者数は，「記載」では約 10.5 万人，「消除」では約
23.0 万人となっている。このうち国籍変動関連のケースは，法務省によれば，






4）　 「転入者総数」を「転出者総数」が約 1.4％（約 7.5 万人）上回っていた。
5）　 全国の「転出者総数」が「転入者総数」を上回っている年度は，多くの転入者が転
入先の市区町村役場で届出を行う期間に相当する年度初めの曜日が週の後半に当た
る場合が多い。なお，住民基本台帳法（昭和 42 年 7 月 25 日法律第 81 号）第 22 条
は転入後 14 日以内の届出を義務付けている。






8）　 2015 年 1 月分の集計の提供開始日は 2月 13 日（高知県）～3月 9日（山口県），同
年 2月分の集計の提供開始日は 3月 13 日（高知県）～4月 10 日（山口県），同年 3
月分の集計の提供開始日は 4月 14 日（高知県）～5月 13 日（愛知県）であった。
























































う。表 3 ─ 2 は，市区町村が設けたインターネット・サイトにおける月次動
















































総数 1742 655 （37.6） 146 （8.4） 218 （12.5）
町村5） 929 83 （8.9） 4 （0.4） 20 （2.2）
政令指定都市を
含む市・特別区
813 572 （70.4） 142 （17.5） 198 （24.4）
〜− 1.0％ 17 7 （41.2） 2 （11.8） 2 （11.8）
− 1.0％〜− 0.5％ 159 80 （50.3） 22 （13.8） 23 （14.5）
− 0.5％〜− 0.0％ 374 256 （68.4） 59 （15.8） 89 （23.8）
＋ 0.0％〜＋ 0.5％ 194 168 （86.6） 43 （22.2） 64 （33.0）
＋ 0.5％〜＋ 1.0％ 48 41 （85.4） 13 （27.1） 16 （33.3）
＋ 1.0％〜 21 20 （95.2） 3 （14.3） 4 （19.0）
1）　 各年度の「社会増加数」の前年度末の時点の総人口に対する比率を、単純平均した値。対象は、日本人
住民限定。　国土地理協会（2014）
2）　 2011 年 11 月 11 日〜2014 年 4 月 4 日の市区数。この期間の 2014 年 1 月 1 日までに町村から市に昇格し
た 5市は市としてカウントした。この期間以前に合併した市町村は、合併に参加した旧市町村地域全体
についての社会増加率を算出した。　総務省自治行政局（2015）




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　表 3 ─ 6 は，市区町村による月次年齢別静態人口データおよび動態人口デ







町村の財政力指数における 2006 年度～2010 年度および 2008 年度～2010 年





連動している。表 3 ─ 4～表 3 ─ 6 は，データの必要度の差違を反映している




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































対象期間の始期を，同じく 2006 年度～2010 年度の平均転入者率別にみたも
のである。平均転入者率が 4％までの市区町村では転入者率が高いほど 2005
年以前分のデータ提供率は高くなっているが，4～5％の市区町村では提供率
はやや低くなっている。表 3 ─ 7 において社会増加率が 1％以上の市区町村
において提供率が低くなっていた傾向と対応している。




順に低下している。これは，提供率自体に関する表 3 ─ 4 の傾向とほぼ対応
している。




　表 3 ─ 11 は，インターネット・サイトで提供されている月次動態データの




　データ提供関連の経費などの負担力を反映した表 3 ─ 10・表 3 ─ 11 から















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1）　 「転入」「転出」は 1979 年度分以降実数が公表されている。「記載」のうち「転入」
は外国人住民の住民基本台帳への登録による「その他」の記載数（約 202 万人）増






















8）　 秋田県秋田市は，1968 年 1 月分から月次動態データを提供している。
9）　 個別市町村の財政力指数は大都市圏が高く，大都市圏外が低い傾向が長期間にわた
ってみられる。2006 年度～2010 年度の場合，個別市町村の財政力指数の最低値は















































































岡山市（2015）『岡山市の統計 平成 26 年版 統計表』岡山市サイト（http://www.
city.okayama.jp/soumu/toukei/nenpou/data_h26/H26_Statistic_book_web_
index.htm#2）
鹿児島市（2015）『鹿児島市統計書　平成 26 年版』鹿児島市サイト（http://www.
city.kagoshima.lg.jp/soumu/soumu/soumu/shise/toke-02/tokesyo/h26/index.
html）
横浜市教育委員会（2014）「平成 26 年度義務教育人口推計表」横浜市サイト
（http://www.city.yokohama.lg.jp/kyoiku/gakku/jinkou/）
東京都教育庁（2014）「平成 26 年度教育人口等推計報告書」東京都サイト（http://
www.kyoiku.metro.tokyo.jp/toukei/kakutei/26kakutei/houkoku.pdf）
法務省（2015）「帰化許可申請者数等の推移」法務省サイト（http://www.moj.go.jp/
MINJI/toukei_t_minj03.html）
